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要 旨

群馬県内病院看護職の「在宅を見据えた看護活動」の実態把握を目的として質問紙調査を行った.調査内容はA.退院後

の患者の生活をイメージした看護の提供,B.地域の社会資源の活用,C.患者・家族の負担軽減のためのケア方法の簡素化,

D.病状変化を予測した対応,E.多職種との協働に関する25項目であった.回答は,県内11病院の看護職から2,136件が得

られた.調査結果によると,入院前の生活状況の把握,本人・家族の希望の把握,サマリーの記載に関しては比較的よく実施

され,実施率が5割を超えていた.しかしながら住居環境の把握や社会資源の把握,障害認定や介護認定の評価・相談,ケア

方法の簡素化,今後を予測した対応,多職種との連携はあまり実施されておらず,実施率が4割以下であった.したがって,

これらの視点について総合的に育成していく現任教育プログラムの開発が求められていることが示唆された.

はじめに

少子超高齢社会に伴い,病院医療から在宅医療へのシフ

トが急速に進んでいる.退院後の患者が安心して地域や在

宅に帰れるよう支援するためには,病院看護職が在宅ケア

の視点をもつことが求められる.本研究は,在宅ケアの視

点をもつ人材を育成するための基礎資料として,群馬県内

病院看護職の在宅を見据えた看護活動の実態を把握するこ

とを目的とした.

なお本研究は,文部科学省の大学改革推進等補助金「課

題解決型高度医療人材養成プログラム」事業で採択された

「群馬一丸で育てる地域完結型看護リーダー」における地

域での暮らしや看取りまでを見据えた看護が提供できる人

材養成事業の一部として実施したものである.

研究方法

１．調査対象

調査対象は,研究協力の得られた県内11病院に勤務す

る看護職であった.病院の選定にあたっては県内全域を網

羅するように,北毛地区,中毛地区,東毛地区,西毛地区か

ら各2施設,5施設,1施設,3施設を選んだ.病院の規模は,

100～300床が3施設,300床台が6施設,500床以上が2施

設であった.

２．調査方法

調査方法は無記名の質問票による留め置き調査とし,質
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問票の配布・回収は各施設の看護部長に依頼した.調査実

施日は2014年11月であった.

３．調査内容

1)基本属性として,年齢,臨床経験年数,職種,配属場所,

ポジションのほか,在宅ケアに関する学習経験 (在宅看

護論や在宅ケアに関する研修の受講の有無等)を尋ねた.

2)「在宅を見据えた看護活動の自己評価」は,医師用に開

発された信頼性・妥当性のある尺度�をもとにして,看護

師間で臨床看護職用に検討し,項目を修正して用いた.

評価項目の構成は5カテゴリ,計25項目で,これに「常

にする・よくする・時々する・余りしない・全くしない」

の5段階で自己評価してもらい,項目に該当しない場合

は非該当と回答してもらった.

４．分析方法

自己評価を得た各25項目について「非該当・無回答」を

除外し,「常にする」から「全くしない」の5段階の割合を

示した.また「常にする・よくする」の合計割合を実施率と

して項目間で比較した.

５．倫理的配慮

研究趣旨と研究協力の可否による不利益は一切ないこと

を書面によって十分に説明し,研究協力病院の看護部長か

ら看護職に質問票を配布してもらった.本研究は群馬大学

医学部疫学研究に関する倫理審査委員会の承認を得て実施

した (承認番号26-34).

結果

質問票の回収は2,136件 (回収率73.3％)であった.「在

宅を見据えた看護活動の自己評価」については,各25項目

の回答に非該当・無回答が1割程度含まれていた.これは

主に病院の外来・中央部門に所属する人からの回答であっ

た.非該当・無回答は,集計時に除外して割合を算出した.

１）基本属性 (表1参照)

調査対象の年齢は30歳未満,30歳代,40歳以上がそれ

ぞれ約3割で,経験年数は5年未満,5～10年,10年以上が

それぞれ約3割,2割,5割であった.職種は看護師が9割,

配属場所は内科・外科系病棟が7割,外来・中央部門が2割,

ポジションはスタッフが8割を占めていた.

在宅ケアに関する学習経験については,在宅看護論およ

び実習の履修者が7割いた.訪問看護・在宅ケアに関する

研修を受講した者は3割,また退院支援に関する研修の受

講希望をもつ者は7割いた.学生の実習指導に関わってい

る者は2割であった.

２）在宅を見据えた看護活動の自己評価 (図1参照)

Ａ．退院後の患者の生活をイメージした看護の提供

(8項目)

退院後の患者の生活をイメージした看護活動に関して,

実施率の高かった項目は「A1.入院前の生活状況の把握」,

「A2.訪問看護からの情報の活用」,�A6.退院後の本人の

希望の把握」,「A7.退院後の家族の希望の把握」,「A8.家族

介護力の評価」の5項目で,これらの実施率は5～6割で

あった.一方で実施率の低かった項目は,「A3.居住地域や

自宅構造の把握」,「A4.経済状況の把握」,「A5.退院後をイ

メージした看護計画」の3項目で,これらの実施率はそれ

ぞれ2割,3割,4割であった.

Ｂ．地域の社会資源の活用 (6項目)

地域の社会資源の活用に関する項目は全体的に実施率が

低かった.「B9.患者の医療保険の把握」,「B10.利用可能な

社会資源の把握」,「B11.社会資源についての情報提供」の

3項目は実施率が2割強であり,介護認定や障害認定の見

込み評価・相談に関する3項目は2割前後であった.

在宅を見据えた看護活動に関する実態調査

表１ 調査対象者の属性 （n＝2,136）

項 目 人数 (％)

年齢 30歳未満 671(31.4)

30～40歳未満 654(30.6)

40～50歳未満 508(23.8)

50歳以上 291(13.6)
無回答 12(0.6)

臨床経験年数 1年未満 130(6.1)

1～3年未満 168(7.9)

3～5年未満 270(12.6)

5～10年未満 419(19.6)

10年以上 1,137(53.2)
無回答 12(0.6)

新卒 新卒である 38(1.8)

職種 (主なもの) 保健師 14(0.7)
助産師 78(3.7)
看護師 1,922(90.0)
准看護師 108(5.1)
無回答 14(0.7)

配属場所 内科系 508(23.8)
外科系 468(21.9)
内科外科系混合 442(20.7)
外来・中央部門 436(20.4)
その他 263(12.3)
無回答 19(0.9)

ポジション スタッフ 1,778(83.2)
看護副師長 151(7.1)
看護師長 97(4.5)
その他 99(4.6)
無回答 11(0.5)

在宅ケアに関する学習経験
在宅看護論・実習を受講した 1,419(66.4)
訪問看護・在宅ケア研修を受講した 18(28.9)
退院支援に関する研修の受講希望がある 1,580(74.0)
学生の実習指導に関わっている 433(20.3)
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図１ 在宅を見据えた看護活動の自己評価（n＝2,136)
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図１ 在宅を見据えた看護活動の自己評価（n＝2,136)
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Ｃ．患者・家族の負担軽減のためのケア方法の簡素化

(3項目)

ケア方法の簡素化に関する3項目は,実施率2～4割で,

あまり高くなかった.

Ｄ．病状変化を予測した対応 (3項目)

病状変化を予測した対応に関する項目は,いずれも実施

率が約3割と低めで項目間の差も小さかった.

Ｅ．多職種との協働 (5項目)

多職種との協働に関しては,「E21.多職種との意見交換」,

「E22.地域連携室との相談」,「E23.退院後の地域連携室と

の相談」など連携・相談に関する項目の実施率が約4割で

あった.また「E24.患者への説明をサマリーに記録」は5割

を超えてやや高かったが,「E25.今後の予測をサマリーに記

載」は4割弱であった.

考察

病院看護職の在宅を見据えた看護活動は,患者の入院前

の生活状況の把握,患者や家族の希望の把握,およびサマ

リーの記載については実施率が5割を超えており比較的よ

く実施されていた.しかし居住環境の把握や社会資源の把

握,介護認定や障害認定の見込みの評価,ケア方法の簡素

化,今後を予測した対応,多職種との連携については実施

率が4割以下であまり実施されていなかった.すなわち入

院中のケアに直結する患者の生活状況や患者・家族の希望

の把握といった看護活動はよく実施されていた.その一方

で,退院後の生活状況の把握,退院後のケアに向けての準

備,多職種連携を活用した支援については,病院看護職が

十分実施できていない状況にあることが明らかになった.

病棟看護職のもつ在宅看護の視点に関しては,2000年代

に2つの調査が行われている.齋藤ら�が行った全国調査

では,病棟看護師は日常の臨床の中で在宅看護の視点に関

して時々意識しているが,在宅療養上の生活問題への対処,

退院前の家族を交えたカンファレンス,関係機関との連携

や資源の情報提供等に関してはあまり実践していなかった

ことが報告されている.また峰村ら���が2007年に実施し

た3病院を対象とした調査では,病院看護師の在宅支援に

関する実践が「生活の自立支援」という看護の基本に限定

されており,「予測と予防」,「ケアマネジメント」に関する

実践の割合は低かったと報告されている.今回の調査結果

は,質問項目に違いがあるものの,これらと同様の傾向を

示していると考える.したがって,今回実施率の低かった

退院後の生活状況の把握,社会資源の活用,ケア方法の簡

素化,病状変化を予測した対応,多職種との協働について

は,これらを総合的に育成していくための現任教育プログ

ラムの開発が求められる.

なお今回,比較的実施率が高かったサマリーの記載に関

しては,その内容の改善が必要であることが先行研究に指

摘されている�.退院時サマリーには病院での医療や看護の

経過が記載されているが,継続看護をする外来看護師や訪

問看護師が求めているのは療養者の退院後を見据えた情報

であるという.よってサマリーについては記載の有無のみ

でなく,内容の適切性を含めた評価が必要であるといえる.

在宅を見据えた看護活動は,カリキュラム改正によって

在宅看護論および実習を学んだ若い世代より,経験を積ん

だ高い年齢層の方がよく実践している���といわれている.

これについては在宅を見据えた看護活動の実践には,基礎

的な学習だけでは不十分であり,現場での経験や看護職自

身の生活経験が必要であるという見方がある.しかし本調

査における在宅を見据えた看護活動に関する質問票の25

項目のすべてが,同じように経験を必要とするものかどう

かはわからない.この点に関しては,各項目の実施率と経

験の関連を分析することにより明らかにしたいと考えてい

る.また在宅を見据えた看護活動を評価するための信頼

性・妥当性を備えた尺度はほとんどない�ことから,本質問

票を尺度として活用するための検討も合わせて行っていく

予定である.
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Ｃ．患者・家族の負担軽減のためのケア方法の簡素化

(3項目)

ケア方法の簡素化に関する3項目は,実施率2～4割で,
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